
 
 

岩手県観光復興対策実施計画 
 
Ⅰ 計画の名称 

  この計画は、「岩手県観光復興対策実施計画」という。 
 
Ⅱ 計画の目標 

  本県の外国人観光客は、平成12年にいわて花巻空港へ台湾からチャーター便が就航してから年々

増加傾向にあったが、平成23年3月の東日本大震災を受けて大きく落ち込み、全国的なインバウンド

増の流れを受け、また、官民一体となった様々な誘客キャンペーン等により、平成27年になってか

ら震災前の水準を越えてきたところである。 
  また、東北地方も風評被害等の影響により、全国的なインバウンド急増の流れから取り残されて

いるが、国では平成28年を東北観光復興元年と位置付け、東北観光復興対策交付金を始めとする施

策を展開している。更には平成28年3月に、総理から2020年に東北の外国人宿泊者数を150万人とす

ることを目指すという目標が示されたことを受け、当該交付金を最大限に活用し、2020年における

本県の外国人宿泊者数については、295千人とすることを目標として取り組むものである。 
   
 １．現状分析 

  ①．東北地方のインバウンドに係る現状と課題 

    我が国のインバウンドは大きく成長しており、2015年には過去最高の1,974万人を達成した。

政府はさらなる高みを目指し、2020年に4,000万人、2030年に6,000万人という目標を掲げてお

り、今後のさらなる成長が期待される。 
    一方で、東北地方は、全国的なインバウンド急増の流れから大きく遅れを取っている。2015

年の東北地方の外国人延べ宿泊者数は約51万人であり、ようやく震災前の水準に回復したが、

全国に占める割合は1%に満たない。 
 

図表 1 外国人延べ宿泊者数の動向 
 

 
 
    この理由として、海外市場に対して東北地方が知られていない、魅力が伝わっていないこと

が考えられる。観光庁が実施した調査 によると、訪日主要市場における東北地方の認知度は約

23%であり、6番目の水準であるものの、北海道、沖縄、九州等知名度の高い地域からは大きく

引き離されている。 
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図表 2 日本における各地域の知名度 
 

 
 
 
    また、東北地方は自然が豊かであること、紅葉の名所が複数あることについては知られてい

るが、食や温泉、桜の鑑賞等、外国人旅行者が日本の地方で求める体験についてのニーズは他

の地域に比して低い水準にあり、これらの魅力が十分に伝わっていないことが懸念される。 
 

図表 3 日本の地方に求める体験/東北地方に求める体験 
 

 
    さらに同調査によると、東北への訪問に抵抗感を持つ人が20%程度存在する。理由として、

自然災害や原発事故の影響への懸念等、根強い風評被害と並んで、言語対応に対する不安や、

移動に対する不安、観光情報の不足等が挙げられている。 
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図表 4 東北訪問についての抵抗感とその理由 
 

 
 
    以上のような状況を踏まえ、政府が掲げる目標である2020年の外国人延べ宿泊者数150万人の

達成に向けて、認知度やブランドイメージの向上、魅力的な観光コンテンツの磨き上げ及び情

報発信、交通アクセスや受入環境の改善に、東北一丸となって取り組むことが重要である。  
 
 
  ②．岩手県のインバウンドに係る現状と課題 

    本県を訪れる外国人観光客及び外国人宿泊者数の推移は、下表のとおりある。平成27年によ

うやく震災前の水準を越えてきたが、全国的なインバウンド増加の流れからは大きく後れをと

っている。 
 
    岩手県国籍別外国人宿泊者数（従業員10名以上の施設） 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

韓 国 12,440 5,820 4,690 5,860 4,350 7,090

中 国 4,940 1,920 2,780 2,400 2,570 7,760

香 港 17,920 3,770 5,370 4,300 3,940 5,200

台 湾 35,970 12,090 19,640 32,200 45,560 50,240

アメリカ 2,460 2,380 2,350 2,700 3,330 4,830

シンガポール 2,070 650 410 570 380 1,320

タ イ 600 260 780 1,510 1,720 2,520

オーストラリア 870 940 690 1,390 2,080 2,480

その他 6,170 4,310 6,080 10,400 9,290 16,500

合 計 83,440 32,140 42,790 61,330 73,220 97,940

   【出展 観光庁宿泊旅行統計調査 H27年は速報値】※四捨五入のため合計は一致しない。 
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    国別にみると、回復が大きく遅れているのが韓国、香港、シンガポールであり、これらは風

評被害等の影響が大きいものと考えている。一方、震災前の水準を越えてきているのが台湾、

中国、アメリカ、そして絶対数は少ないものの、震災前と比較して2倍以上の大きな伸びを示し

ているのがタイ及びオーストラリアである。 
    このうち、オーストラリアについては、12～3月の冬期間に八幡平市を訪れる者が殆どである

ことから、スキーが主目的と考えられる。また、タイについては、全国の伸び率と同様の傾向

を示している。 
 
  ア 外国人旅行者の動態 

   本県を訪れる外国人観光客は台湾からの入込が最も多いが、台湾と東北を結ぶ国際定期便は台

北～仙台間しかないため、この便の利用に加え、北東北に就航するチャーター便の利用による来

県が多いと考えられる。チャーター便を利用する団体ツアーの殆どは、発着地を起点として広域

周遊ルートとなることが殆どであり、各県を１～２泊しながら主要な観光地を巡るコースとなっ

ている。 
   また、本県を訪れる FIT の動向については、Wi-Fi 利用履履歴及び GPS ログの分析によると、7

割程度が羽田又は成田空港を利用して入国し、盛岡市を訪れる例が最も多い。盛岡市は新幹線の

分岐点でもあり、岩手県を含む北東北観光のゲートウェイの役割を果たしているものと考えられ

る。次いで、一関市、八幡平市、北上市、花巻市と続き、本県内陸部の市町村を訪れる傾向を示

している。 
   なお、北海道から北海道新幹線を利用しての来県や大阪から空路を利用して来県する例も、そ

れぞれ7～8％存在している。こうした移動者の動きを線で現すと、岩手県訪問者は青森市、弘前

市、十和田市等の青森県の観光地、及び函館、小樽市等北海道を組み合わせて移動していること

がわかる。このことから、北海道と北東北を組み合わせた広域的な観光 PR の重要性が明確になっ

ている。 
 
 
【訪県外国人の動態】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



   さらに、本県独自の調査項目である市町村別入込状況調査から、過去6年間の県内の市町村別入

込状況の多い順に並べると、八幡平市、花巻市、平泉町、雫石町、盛岡市、一関市となり、上位

６市町で県全体の90.4％を占める。これは、Wi-Fi の利用履歴を解析した外国人観光客の動態とも、

同じ傾向を示している。 
 

市町村別外国人観光客入込数（暦年、延べ人数、上位10市町） 

  Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 シェア 

八幡平市 7,324 8,704 9,840 15,879 20,775 29,211 23.9% 

花巻市 6,944 4,241 5,665 11,774 14,643 19,771 16.4% 

平泉町 7,002 1,867 8,851 9,449 14,131 21,214 16.3% 

雫石町 8,387 5,348 7,988 9,447 13,856 14,343 15.5% 

盛岡市 3,384 4,889 5,258 7,371 9,691 13,586 11.5% 

一関市 2,478 1,834 2,821 4,568 5,753 8,797 6.8% 

北上市 0 0 2,400 2,500 937 4,609 2.7% 

岩泉町 229 747 832 164 1,392 1,699 1.3% 

奥州市 123 203 395 184 1,674 1,297 1.0% 

遠野市 190 430 534 550 646 1,369 1.0% 
   【出展：岩手県観光統計概要 上位10市町村のみ掲載】 
 
   八幡平市、花巻市については、東北地方の中でも有数の大型宿泊施設を有しているため、宿泊

のための訪問が多いと考えられる。平泉町については、世界文化遺産の知名度が海外でも高く、

団体及び個人の外国人旅行者が多いと推察されるし、一関市は平泉町と組み合わせた訪問が多い

ものと考えられる。 
   盛岡市と雫石町は、いずれも温泉地を有し大型の宿泊施設があることに加え、盛岡手づくり村、

小岩井農場という団体ツアー客に対応できる観光施設を有していることや、盛岡市は新幹線の分

岐点でもあり、盛岡駅前にホテルタイプの宿泊施設も多いことから、FIT のゲートウェイとしての

役割を果たしているものと推察される。 
   季節的な動きは以下のとおりであり、本県を訪れる外国人観光客の大半を占める台湾からの観

光客の動向に大きな影響を受けている。台湾から東北を訪れる主要な目的は、桜と紅葉と言われ

ているが、本県を訪れる外国人観光客もその時期に集中している。 
しかしながら、気候的に同様の傾向を示す北海道との入込状況を比較すると、夏季と冬季に

大きな差が現れており、この期間の底上げが大きな課題である。 
     

   

月別外国人観光客の入込数（北海道、岩手県） 



  イ 外国人旅行者のニーズ 

   ・県内観光資源に対する評価（SNS 分析） 

    外国人観光客の本県の観光資源に対する評価を把握するため、指定した観光資源及び 
Tripadvisor 上位10位までの観光資源を調査し、市場別にその分析を行った。分析には、NetBase
というツールを使用し、過去27カ月の SNS やブログ等の Web 上の言語別の情報を基に観光資源

に対する評価について分析した。NetBase は使用言語を基に情報を収集するため、国籍を推測す

るためには、情報発信地から推測する必要があるが、英語ユーザーは欧米豪、繁体字ユーザー

は台湾・香港が中心と判断される。 
    全体的にみると、順位の違いはあるが、上位の顔ぶれは同じとなっている。「あまちゃん」、

「平泉」、「中尊寺」、「安比高原」、「展勝地」が本県のなかで、外国人観光客に認知されている

キーワードと言うことができる。 
    次に、英語圏即ち欧米豪の評価を記載すると、「あまちゃん」に関する投稿件数が飛びぬけて

いて、続いて「平泉」、「中尊寺」と続き、４位以下は大きく引き離されている。しかしながら、

「あまちゃん」は岩手県や久慈、北三陸などという地名と結びついておらず、観光に結びつい

ていないと考えられる。平泉や中尊寺は、岩手という地名と併せて記載されていることから、

旅行につながっていると考えられるが、ユネスコ世界遺産であるとの記述が少なく、世界遺産

であることの PR が十分に浸透していないと考えられる。 
    繁体字圏である香港及び台湾では、平泉・中尊寺という投稿件数が多く、実際の来訪に結び

ついていることが考えられる。次いで「あまちゃん」が多いのは、台湾で３回（2016年５月現

在）放映されていることも影響していると思われる。平泉については、英語圏とは異なり世界

遺産として認識されていることが明らかであり、金色堂に関する投稿も多いので、実際の訪問

に結びついているものと考えられる。 
    しかしながら、繁体字圏でも「あまちゃん」に関する投稿は、岩手や久慈という地名と結び

ついていないことから、観光には結びついていないと考えられる。 
    また、繁体字圏では展勝地に関する記述が「あまちゃん」に次いで４位となっており、桜の

名所として人気のあることが分かる。繁体字の桜前線情報が発信されるなど、観光資源として

高く評価されていることがわかる。 
    タイについては、「あまちゃん」以外の本県の観光資源に対する投稿は見られず、また、他の

言語圏と同様に、岩手や久慈という地名と結びついておらず、観光につながっているとは言い

難い状況にある。 
    中国語（簡体字）圏では、金色堂に関する投稿が多く、中国市場にとって魅力が高いことが

窺える。世界遺産としての記載は少ないものの、国宝として認識されている模様である。更に

は奥州藤原氏に関する言及もあり、文化的な背景まで関心があることがわかる。金色堂の次は

「あまちゃん」が位置しているが、投稿数が金色堂に比べ半分以下となり、地名に関する記述

が全く見られず、出演者や関連する芸能情報と併せて投稿されているケース多く、他市場と同

様に観光に結びついていないと考えられる。 
    韓国語圏についても、「あまちゃん」の投稿件数が圧倒的に多い。ついで、毛越寺、平泉、龍

泉洞と続いている。韓国語圏も他市場と同様に、日本の芸能関連情報を紹介する際の説明とし

て「あまちゃん」という単語が使われている事例が殆どであり、出演者に対する関心に基づい

た投稿と考えられる。この市場でも、岩手、久慈、北三陸といった地名に関する記述はほとん

ど見られず、他市場同様、観光に結びついていないと言える。 
 
   ・海外市場 Web アンケート調査 

    また、日本全体・地方旅行へのニーズや東北及び各県の認知度やイメージ、風評被害の状況

等を把握するために実施した Web アンケートを行ったところ、次のとおりであった。 
 調査方法 
  調査時期：2016年5月 
  調査方法：Web アンケート 
  対象国、地域：7カ国・地域（台湾、中国、韓国、香港、タイ、オーストラリア、アメリカ） 
  回答者 各市場310（訪日経験の有無別155）サンプル×７＝計2,170 
 



    調査結果によると、東北の認知度は日本の中で6番目であり、東北の中で岩手県は４番目の知

名度であり、トリップアドバイザーで上位20箇所の東北地方の観光資源の認知度を見ると、岩

手県の中では唯一、中尊寺が14％の認知度で第8位にランクインしている。中尊寺は、先の

SNS 分析でも各言語圏とも上位にランクインしており、外国人にも認知度が高いことがわかる。 
    東北の国籍別の認知度は台湾が最も高く、次いで香港、韓国、米国と続く。国籍別にみると、

本県の知名度は東北の中間に位置しているが、香港市場においては福島に次いで2番目である。 
 
  

  



    また、主要観光資源に対する国籍別の認知度については、台湾では松島湾、羽黒山、武家屋

敷群、五色沼、奥入瀬渓流の認知度が他市場に比べて高く、中国では、鶴ヶ城、松島湾、三内

丸山遺跡、定禅寺通りの認知度が高く、香港では「ねぶた祭り」、韓国では「雪まつり」の認知

度が高いが、他の観光資源の認知度が低い傾向にある。タイでは、他市場と比較して多くの観

光資源が認知されているが、豪州では、観光資源に対する認知度は低いものの、比較的ねぶた

祭りやなまはげ等の地域の伝統的な祭りに対しては関心があると考えられるし、米国では定禅

寺通り、瑞宝殿に対する認知度が他市場と比較して高い傾向にある。 
  

    訪日旅行に係る意欲については、各市場別に見ると、日本で体験したいことと東北地方で体

験したいことはほぼ似かよっているが、訪日経験者と訪日未経験者では、東北地方の魅力の理

解度に差があり、東北への理解を深めるための情報発信が必要と考えられる。 
 

国・地域 訪日未経験者に伝わっていないと考えられる項目 

台 湾 「日本の果物を食べること」、「春の体感（桜など）」、「日本の現代文化体験」 

韓 国 
「自然・景勝地観光」、「日本の歴史・伝統文化体験」、「春、秋の体感」、 
「夏の体感」及び「日本の果物を食べること」、「美術館・博物館」 

香 港 「春の体感」、「日本の歴史・伝統文化体験」、「夏の体験」、 

中 国 
「秋の体感」、「夏の体験」及び「日本の果物を食べること」、 
「スキー・スノーボード」 

タ イ 「春、秋の体感」、「観光地の品物を購入すること」 

豪 州 「秋の体感」、「冬の体感」 

米 国 「秋の体感」、「冬の体感」 

 
    訪問先を決定する際の情報源は下表のとおりとなっており、国設別に違いはあるものの、ブ

ログや SNS、自国の親族知人等の影響を大きく受けていることがわかり、プロモーションの方

向性が絞り込まれてくる。 
    旅行博等へ出展する際にも、単なる出展ではなく、参加者が SNS やブログに投稿したくなる

材料を提供することが効果的と考えられる。 

国・地域 訪問先を決める際のきっかけになる情報源（上位から６つ、全体） 

台 湾 ブログ、SNS、検索サイト、自国の親族・知人、テレビ、旅行代理店 HP 

韓 国 
ブログ、テレビ、検索サイト、自国の親族・知人、口コミサイト、 
ガイドブック 

香 港 ブログ、ガイドブック、テレビ、自国の親族・知人、SNS、クチコミサイト 

中 国 
自国の親族・知人、ネットのメディアの記事、口コミサイト、テレビ、SNS、 
検索サイト 

タ イ テレビ、口コミサイト、自国の親族・知人、SNS、旅行博等、ブログ 

豪 州 口コミサイト、親族・知人、SNS、テレビ、日本在住の親族等、検索サイト 

米 国 SNS、ブログ、テレビ、親族・知人、雑誌、口コミサイト、 

 
 



    また、訪問先を決定する際の主要因についての調査結果は、下記の表のとおりとなっている。

いずれの国・地域でも訪問先を決定する要因は、「観たいもの」、「食べたいもの」、「体験したい

もの」、「スケジュールが合うこと」が上位にきており、共通の要因であることがわかる。東北

や本県が観光地として選ばれるためには、これらの要因を磨き上げ、粘り強く情報発信を継続

していく必要がある。 
 

国・地域 訪問先を決定する際の主な要因（上位５つ、全体） 

台 湾 
観たいもの、体験したいもの、スケジュールの都合、食べたいもの、 
キャンペーンでお得だった、 

韓 国 
観たいもの、体験したいもの、食べたいもの、スケジュールの都合 
旅行情報が充実 

香 港 
観たいもの、食べたいもの、体験したいもの、スケジュールの都合、 
購入したいもの 

中 国 
体験したいもの、食べたいもの、観たいもの、購入したいもの、 
スケジュールの都合 

タ イ 
観たいもの、体験したいもの、食べたいもの、購入したいもの 
スケジュールの都合 

豪 州 
観たいもの、体験したいもの、食べたいもの、スケジュールの都合、 
費用が安い 

米 国 
体験したいもの、観たいもの、食べたいもの、購入したいもの 
スケジュールの都合 

     
    また、SNS 等の Web 分析とは別に、これまでの各種調査によると、訪日外国人観光客が日本

を訪れる目的は、日本食（和食）、ショッピング、自然景観、繁華街の街歩き、温泉、旅館、日

本酒、日本の歴史や伝統文化等と言われており、今回の調査結果は、これまでの各種調査と同

じ傾向を示している。 
 
  ウ 地域の受入体制 

    これまで県内のインバウンド受入体制を整備するため、毎年度テーマを定めて外国人観光客

受入のためのセミナーを開催してきたところである。最近の例をあげれば、平成25年度は台湾

人観光客の動向とハラル対応について、平成26年度はバリアフリーと Wi-Fi 環境整備の重要性

及びワーキングホリデー制度を利用して来県している方の体験談をテーマとしたセミナーを開

催した。 
    また平成27年度は、県内の４つの広域生活圏別に外国人観光客受入セミナーを開催したほか、

外国人観光客の受入環境に関し、免税店制度や Wi-Fi 環境整備等の施設整備について、個別の事

業者の実情に応じた相談に応じるコンサルティング事業を実施した。 
    さらに、海外からの招請事業等を通じ、宿泊施設等における無料公衆無線 LAN 環境（以下

「Wi-Fi 環境」という。）の整備の重要性が指摘されていたことを受け、平成27年度に観光事業

者の Wi-Fi 環境整備や観光施設等の多言語表示等の外国人観光客を受け入れるために必要な施設

整備に対する支援を制度化した。 
    公募の結果、合計42施設に対して支援を行い、うち32施設で Wi-Fi 環境の整備が行われるな

ど、本県の外国人観光客の受入体制は、年々確実に向上していると考えられる。 
 
 ２．地域の課題 

  ① 地域の現状や市場ニーズ把握に係る課題（対応する事業：観光復興促進調査事業） 
    東アジア市場のニーズに係る情報収集については、台湾においては現地コーディネーターを

配置し、中国や韓国においては、大連経済事務所、北海道北東北三県ソウル事務所を通して情

報収集を行ってきたが、旅行会社の動向や、旅行会社を通して旅行商品を購入する消費者の情

報に偏っており、増加傾向にある FIT 旅行者のニーズや目的地を選ぶ理由や訪日旅行の動機、

ルート等について把握できていない。 



    また、インバウンド関連の数値で定常的に把握できているのは、観光庁の宿泊旅行統計調査

における外国人延べ宿泊者数及び県独自調査となる外国人観光客市町村別入込客数及び観光消

費額のみであり、個々の事業の成果を定量的に把握できていない。 
  ② インバウンド推進体制に係る課題（対応する事業：地域取組体制構築事業） 

    現在のところ、インバウンドに特化した推進体制はとられておらず、既存のいわて県観立県

推進会議等の観光全般を議論する場において、観光の一部門としてインバウンドが議論されて

いる状況にある。 
  ③ 海外市場からの認知度・イメージ等に係る課題（対応する事業：プロモーション強化事業） 

    全国的な外国人観光客の増加の流れから東北地方が取り残されているが、知名度の低さに加え、

東日本大震災とそれに伴う原子力発電所事故による風評被害の影響が大きいと考えられる。本県

では、定期的に放射線量を測定し公表しているが、風評被害の払拭は県単独だけでは不十分なの

で、国がリーダーシップをとって強力な情報発信が求められる。 
    また、東北地方には他の地方に比べて国際定期便が少なく、海外における知名度を向上させ

るため、各県が連携してエリア全体のイメージアップや認知度の向上を図ることに加え、県単

独でも多様な機会や手段によりプロモーションを行う必要があるほか、これまでにはない新た

な切り口により、地域の魅力を創出し発信する取り組みも必要である。 
    各市場に対しては、それぞれの市場の特性に応じたプロモーションを実施するほか、旅行会

社の社員や影響力の大きいメディア等を対象として招請事業を行い、本県の優れた観光地を実

際に体験してもらうことにより、本県を周遊する旅行商品の造成を促し知名度の向上を図る。 
    更に、東北地方は他地域に比べ国際定期便の就航が少ないことから、本県に着陸する国際チ

ャーター便等を利用した旅行商品造成に対する支援を行うほか、就航そのものに対する支援を

行い、海外からの国際航空路線を誘致することによって、外国人観光客の誘致を促進すること

も必要と考えられる。 
  ④ 受入環境・交通アクセス等に係る課題（対応する事業：受入環境整備事業） 

    受入環境整備については、民間事業者の自発的な整備を促進するため、平成27年度に無料公

衆無線 LAN や施設内の表示の多言語化等の外国人誘客のために必要な施設整備に対する支援策

を制度化し、延べ42件に対して支援を行ったが、同事業への応募状況のみでしか県内施設の外

国人受入体制の整備状況を把握できていない。 
    なお、北海道に次ぐ広大な県土を有する本県は、貸切バス等で移動する団体ツアーを除き、

新幹線の停車駅や空港などの交通拠点から離れた観光地までの二次交通の確保及びその案内表

示が課題となっており、主要な観光地においては、外国人観光客が1人でも安心して訪れること

ができる環境の整備が求められている。 
    また、各観光地においては、案内板等の多言語表示対応は一部の施設にとどまっており、観

光案内所を始め、外国人対応のできるスタッフが常駐しているところは多くないことから、多

くの外国人観光客を受け入れていくためには、主要な観光地では観光案内所での応対のほか、

外国語による案内まで可能な体制づくりが望ましい。  
  ⑤ 滞在コンテンツに係る課題（対応する事業：滞在コンテンツ充実・強化事業） 

    冬期間の海外からの誘客を促進するため、プロモーションの強化に加え、スキー場でのスキ

ーやスノーボードのほか、スノーモビルを利用したツアーや誰でも簡単に楽しめるスノートレ

ッキングなどの多様なアクティビィーを提供できる観光地を増やしていく必要がある。 
    また、複数日の滞在を促すため、宿泊先を起点とした周遊ルートの開発やゴルフやトレッキ

ングなどのアクティビティーや伝統工芸等の体験メニューの多言語対応も含めたブラッシュア

ップが必要である。 
    さらに、本県の優れたものづくり産業や伝統工芸、食文化などを観光素材として磨き上げ、

外国人にとって旅行のモチベーションとなるよう情報発信を行う必要がある。 
  ⑥ 国際会議等の誘致・受入に係る課題（対応する事業：国際会議等誘致・推進事業） 

    多くの外国人が一堂に会する国際会議の誘致のため、本県の大規模な会議開催能力を会議主

催者にアピールしていくことが必要と考えられるほか、東日本大震災の被災地の視察など、会

議終了後のエキスカーションの多様性も含め、知名度の向上が必要である。 
 
 
 



  ⑦ その他の課題（対応する事業：その他） 

    東北地方は他地域に比べ国際定期便の就航が少ないことから、本県に着陸する国際チャータ

ー便等を利用した旅行商品造成に対する支援を行うほか、就航そのものに対する支援を行い、

海外からの国際航空路線を誘致することによって、外国人観光客の誘致を促進することも必要

と考えられる。（再掲 ③海外市場からの認知度・イメージ等に係る課題） 
 
  ３．評価指標と目標（延べ宿泊者数と旅行消費額は必須、その他、独自調査項目を記載） 

 

 平成28年 平成29年 平成30年 

外国人延べ宿泊者数 147,000 184,000 221,000 

市町村別外国人入込者数 180,000 225,000 271,000 

外国人旅行消費額（単位：千円） 882,733 1,290,000 1,630,000 

 

  【各評価指標の設定理由及び交付対象事業との関係】 

  ① 外国人延べ宿泊者数 

    設定理由：日本政府の「明日の日本を支える観光ビジョン」において、2020年に東北６県の

外国人延べ宿泊者数を2015年実績の約3倍の150万人泊とする目標が定められた。この目標の達

成に向けて、本県もインバウンド誘客増加に取り組むことが必要であり、本指標は計画におい

て最も重要な指標に位置づけられる。 

 

  ② 市町村別外国人入込者数 

    設定理由：本県独自の調査項目として、市町村別の外国人入込状況についても調査している

ので、外国人宿泊者数と同水準の伸びを目標として設定する。 
  上記二つの指標については、以下のとおり初年度の伸びを大きく設定し、以後一定数を積み上げ

ていく考え方により算出（千人以下は調整）している。 
 

 
  【交付対象事業との関係】 

  ・プロモーション強化事業 

   招請事業、現地旅行博等でのプロモーション、各種の媒体を活用した情報発信など外国人延べ

宿泊者数に資する事業である。 
  ・国際会議誘致・推進事業 

   国際会議を誘致するための主催者の招請や情報発信などを想定しているが、外国人延べ宿泊者

数に資するものである。 
  ・その他 

   外国人観光客の誘客のための物理的なボトルネックを解消するための事業を想定しており、外

国人延べ宿泊者数に資するものである。 
 
  ③ 訪日外国人観光消費額 

    設定理由：日本政府の「明日の日本を支える観光ビジョン」において、2020年の訪日外国人

旅行消費額を2015年実績の約2.3倍の8兆円とする目標が定められた。国際観光の推進は、外国

人観光客の消費の増大による地域経済の活性化も大きな目的であり、重要な指標である。目標

値は、国の算定式どおり、「（訪問地別消費単価÷訪問地別平均宿泊数）×外国人延べ宿泊者数」

  平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 

宿泊者数(実数･見込） 97,950  147,000  184,000  221,000  258,000  295,000  
増加分 － 49,050  37,000  37,000  37,000  37,000  
伸び率   150.1% 125.2% 120.1% 116.7% 114.3% 
市町村別入込数 119,945  180,009  225,318  270,626  315,935  361,243  
計画書に記載する数値   180,000  225,000  271,000  316,000  361,000  



で算定している。平成27年の実績を基に、各年の宿泊者数の伸び率を換算し、１億円以下を切

り捨てて算出した。単純に入込数増と連動させると、2020年には、2015年実績の2.9倍となり、

国全体の伸び率の目標を上回る。 
 

 H27年 H28 H29 H30 H31 H32 

観光消費額（千円） 882,733 1,290,000 1,630,000 1,960,000 2,300,000 2,600,000 

伸び率（入込数に連動） － 146.1％ 126.3％ 120.2％ 117.3％ 113.0％ 

 
  【交付対象事業との関係】 

  ・受入環境整備事業 

   訪日外国人の満足度の向上につながるものであり、1人１日当たり観光消費額に資する事業であ

る。 
  ・滞在コンテンツ充実・強化事業 

   訪日外国人の満足度の向上につながるものであり、1人１日当たり観光消費額に資する事業であ

る。 
 
  なお、観光復興促進調査事業と地域取組体制構築事業については、プロモーション強化事業、滞

在コンテンツ充実・強化事業、受入環境整備事業、国際会議等誘致・推進事業、その他事業の高

度化に向けた基礎的な事業として位置付けられるものである。 
 
 

Ⅲ．計画の期間 

平成28年度から平成30年度まで 
 

Ⅳ．計画の目標を達成するために必要な交付対象事業 

 １．観光復興促進調査事業 

  ① 実施方針 

    実際に本県及び隣接する他の観光地を訪れた外国人観光客を対象として、観光ルートや本県

やその地域を訪れた理由等をアンケート調査することによって、外国人観光客のニーズや本県

の現状及び課題を明らかにし、今後の事業内容に反映させることとするが、今後の事業の実施

に伴い、新たな課題等が確認できた場合には、必要な調査を実施する。 
    また、市町村においては、それぞれの事情に応じ、外国人観光客の誘致拡大のために必要な

調査を実施する。 
 
  ② 事業案 

   ・県内と他の地域を比較するため、県外の外国人宿泊者を対象にアンケート調査を実施し、他

の観光地との比較も含めて、本県の現状やニーズに加え、外国人観光客の誘客を拡大するた

めの課題等を明らかにし、実施する事業内容に反映させる。 
   ・また、クルーズ船誘客戦略を検討するための調査を行い、クルーズ船誘致に向けた戦略を策

定する。 
   ・北東北三県で連携し、本交付金を活用して実施している事業の効果的推進のための PDCA サ

イクルのうち、check（効果測定と事業評価）及び Action（今後の実施内容・方法の見直し）

を実施するための調査分析を行う。 
   ・調査・分析結果等に基づき、本県のインバウンド拡大のための施策の方向性や実施する具体

的な事業を検討するため、有識者によるアバイザー組織を設置する。 
   ・外国人の国別移動などの実態把握、消費動向等を調査・分析などのマーケティング調査を行

い、映像を活用したプロモーション等に取り組むとともに、マーケティング人材を育成する。 
   ・世界へ発信すべきジオパークコンテンツ等に関する調査業務を行う。 
   ・観光振興のための調査と外国人観光客を含め、観光の地域経済に与える影響度を調査する。 
 
 



  ③ スケジュール 
   

事  業 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

岩手県実施調査事業    

市町村実施調査事業    

 
  ④ 効果の把握及び評価方法 

    アンケートを集計し分析することにより、外国人観光客のニーズや本県の知名度や弱み、強

み等の現状、本県の課題等を明らかにする。 
    アンケートの評価方法は、各地域におけるアンケートの回収サンプル数500枚/地区×４箇所

（県内、仙台市、函館市、東京都）とする。 
    また、クルーズ船誘客戦略を検討するための調査を行い、クルーズ船誘致に向けた戦略を策

定する。 
    さらに、北東北三県で連携し、本交付金を活用して実施している事業の効果的推進のための

効果検証を行う。 
    これらの、調査結果等を基に、アドバイザーからの助言を受け、今後の取組に生かしていく。 
    評価指標は、サンプル収集数、調査結果報告書、調査を活用して実施する事業数とする。 
 
 ２．地域取組体制構築事業 

  ① 実施方針 
    地域における観光振興の取組を促進するため、当該地域の有する課題等に対応する専門家チ

ームの招聘による指導、助言並びに地域における取組体制の構築及び人材育成等に取り組む。 
   
  ② 事業案 
   ・外国人観光客受入セミナーの開催のほか、PDCA サイクルを各段階で指導助言を行うアドバ

イザー組織を設置する（平成28年度においては、１の観光復興促進調査事業を包摂して実施）。 
   ・観光地の課題を分析し、解決のための指導助言を行う専門家を招聘する。 
   ・専門家の助言を受けながらインバウンド対策の取組方策を検討する。 
   ・岩手県独自の観光資源である馬事文化を一元的にプロデュースするコーディネーターを設置

し、情報発信に取り組む。 
   ・実態に合わせた取組体制を構築するための、調査・検討を進めるとともに、専門家等の招請

や人材育成セミナー等を行う。 
 
  ③ スケジュール 

事  業 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

セミナーの開始    

アドバイザー組織設置    

専門家招聘    

コーディネーターを設置    

 
  ④ 効果の把握及び評価方法 

  アドバイザーとして委嘱した人数や専門家の招聘数を評価指標とする。 
 

 ３．プロモーション強化事業 

  ① 実施方針 

    市場ごとの特性に応じて、HP を通じた情報発信や現地の旅行会社、航空会社へのプロモーシ

ョン、旅行博等への出展等による情報発信を実施するほか、各市場から旅行会社の社員やメデ

ィア等現地で発信力の大きい者を対象とした招請事業を行う。 
    台湾市場については、本県への外国人観光客の過半を占める最重要市場と認識している。台

湾との国際定期便の就航を見据えフルシーズンの誘客に重点をおき、これまでの取り組みに加



え、冬季については、本県の冬の観光資源である雪をブランドイメージの軸に置いたプロモー

ションを実施する。また、夏季は、東北の夏祭りや日本の中では冷涼であることを生かした、

避暑地としてのイメージを打ち出したプロモーションを実施する。 
    風評被害の根強い韓国、香港については、パワーブロガー等インフルエンサーを招請し、実

際に訪問した人からの信頼性の高い情報発信により回復を図るほか、韓国については日本酒や

トレッキング、香港についてはレンタカー利用による広域観光をテーマとした情報発信を行う。 
    また、中国市場については、大連事務所を通じたプロモーションに加え、冬季五輪開催を控

えて関心が高まっていると言われているスキーをテーマにしたプロモーションや招請事業を行

う。 
    数は少ないもの、大幅な伸びを示すタイについては、東北で体験したいことが、日本で体験

したいこととほぼ同じであり、現地における知名度の向上のため、多様な媒体や手段を通じて

情報発信を強化する。 
    各市町村においては、それぞれがターゲットとして絞り込んでいる市場に注力したプロモー

ションを行うほか、県域を越えて共通の観光資源を PR するなど、それぞれの戦略に基づいて、

事業を実施する。 
 

  ② 事業案 

   ア 旅行会社・メディア等の招請 

    ○ 各市場の主要な旅行会社や航空会社及びメディア等を招請し、本県を含め東北の観光資

源を体験してもらうほか、新たな切り口として、食材や食文化、伝統工芸、ものづくりな

ど様々なテーマに基づいた招請やモニターツアーの実施や海外でのプロモーション等を実

施し、外国人観光客の誘客を促進する。 
      招請は、東北６県連携、北東北三県等広域連携、本県、市町村がそれぞれ行うが、相乗

効果が発揮されるよう連携して行う。 
    ○ 北東北三県が連携して、３県の食材をテーマとした広域周遊ルートを構築するため、イ

ベントの開催やモニターツアーを実施するほか、十和田八幡平地区を外国人観光客に魅力

の観光地とするための調査を行い、調査結果に基づき認知度向上のため招請や情報発信を

行う。 
    ○ 東北６県が連携して、航空会社や旅行会社を招請するほか、映像及び画像を用いたプロ

モーションを行い、レンタカーを利用による東北周遊をアピールする。 
    ○ 市場の特性に応じてターゲットを絞り、旅行 AGT やメディア、パワーブロガー等インフ

ルエンサーを招請し、実際に現地を訪問した人からの正確な情報発信を促すほか、各種の

モニターツアーを実施し、本県の魅力ある観光地を広く紹介する。 
   イ 広告・宣伝 

    ○ 現状日本語コンテンツを翻訳して掲載している多言語観光情報 Web サイトについて、各

市場のニーズを調査し、市場毎に親和性の高いコンテンツや周遊ルートを提案する形式に

改修し、市場のニーズに応じた情報発信を行う。 
      また、多言語化に対応していない Web サイトやパンフレット等の情報発信媒体について、

必要性を勘案しながら順次多言語化対応に取り組むほか、効果的な映像コンテンツを作成

しプロモーションに活用する。 
    ○ 定期便の就航を見据え、フルシーズンでの誘客を目指す台湾については、有名人を活用

した招請やプロモーションを行うほか、現地のテレビドラマのロケを連携して誘致し、岩

手の観光資源の知名度向上を図る。 
    ○ いわて花巻空港へ着陸する国際チャーター便等を利用した旅行商品造成の支援を図るた

め、現地での広告宣伝費等に対して支援を行う。また、国際定期便の就航のための招請や

プロモーション、知事等によるトップセールスを行う。 
    ○ 新聞や雑誌など、様々な媒体を活用した広告掲載を行う。 
   ウ イベント・旅行博出展 

    ○ 台湾、中国、香港など各事業主体がターゲットとする市場で開催される現地旅行博等に

出展し、現地エージェントとの関係強化を図りつつ、本県の知名度向上を図るほか、市場

の特性に応じた招請やプロモーションを実施する。 



    ○ 外国人観光客向けに雪まつり等冬季間のイベントを充実させ、また、本イベントに外国

人を招請するほか、サイクリングやスキーなどスポーツをテーマにした情報発信や招請を

行う。 
   エ コーディネータ配置 

    ○ 現地コーディネーターを配置し、総合的なプロモーション活動を展開する。 

   オ 地域における情報発信の効果に関する取組 

    ○ 外国人観光客に日本の観光地を紹介する役目を担う首都圏の外国人観光案内所等の職員

を対象とした招請事業を行い、本県の観光地を視察し理解してもらうことにより、本県へ

の外国人観光客の更なる誘客を促す。 
    ○ インターナショナルスクールの生徒を対象としたモニターツアーを実施し、彼らを通じ

た情報発信を図り将来の来県を促すほか、首都圏にある大使館等を活用して首都圏在住の

外国人への情報発信を強化する。 
    ○ 北海道へ就航している国際線の出発地周辺をターゲットとしてプロモーションを行うこ

とにより、本県の観光情報を発信し認知度の向上を図り、次回訪日時に北海道新幹線を利

用して北海道からの本県を含む東北への観光ルートの構築を図る。 
 

  ③ スケジュール 

事  業 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

旅行会社・メディア等の招請    

広告・宣伝    

イベント・旅行博出展    

コーディネーター配置    

地域における情報発信の効果に関する取組    

 
  ④ 効果の把握及び評価方法 

    本事業全体としては、外国人延べ宿泊者数（全施設）並びに市町村別外国人観光客入込数及

び外国人旅行消費額を事業効果を表す指数として設定するが、各市場毎のプロモーションや招

請事業の効果については、国籍別外国人宿泊者数を評価指標として設定する。 
    また、招請事業については、招請した旅行会社数及び招請人数と現地旅行博等への参加など

海外でのプロモーション等の実施数及び参加人数を評価指標とする。 
 
 ４．受入環境整備事業 

  ① 実施方針 

    来県する外国人観光客の満足度を向上させ、更なる誘客に資するため、観光地や観光施設、

宿泊施設だけでなく、住民を含めた全県での外国人受入環境を向上させる必要がある。 
    したがって、セミナー等の開催により機運の醸成を図るほか、観光関連事業者等が行う外国

人観光客受入環境整備に対して必要な支援を行い、市町村においては、地域の主要な観光地に

おける案内看板の多言語化や自らが所有する観光施設の Wi-Fi 環境整備に取り組むなど、それぞ

れの主体が外国人観光客の受入態勢整備に取り組むよう事業を実施する。 
 
  ② 事業案 

   ア 観光案内所等の整備・機能強化 

    ○ QR Tlanslator を活用した誘導版や説明板等を整備するほか、通訳ガイドなど観光地の人

材育成に取り組む。また、今後増加が見込まれる FIT に対応するため、観光案内所やガイ

ドの外国語対応のできる体制を構築するほか、主要な観光地では定時通訳ガイドの仕組み

の構築に取り組む。 
      また、ボランティア通訳ガイドの養成を図る。 
    ○ 観光地の看板等や主要な観光施設内の案内版、パンレット等の多言語表記やデジタル化、

小売店等での免税対応や多言語タブレット等を整備し、外国人受入態勢を向上する。 
   イ Wi-Fi 環境等の整備 



    ○ 観光施設や宿泊施設の Wi-Fi 環境整備や外国語表示、トイレの洋式化等の外国人受入環境

整備に対する支援を行うほか、市町村管理の観光施設等の Wi-Fi 環境の整備、Wi-Fi ルータ

ー貸出の仕組みづくりなど外国人受入れのために必要な整備を行う。 
   ウ 駐車場対策の実施及び二次交通対策等 

    ○ スノーリゾートが相互に連携し、外国人観光客が１ヶ所に滞在したまま複数のスキー場

を楽しめる環境を創出するため二次交通を確保するバスを運行し、一体的な誘客を目指す。

また、スキー場と市内を結ぶ循環バスや長期滞在者のニーズの高い、大型ショッピングセ

ンターとを結ぶバスの運行に加え、長期滞在者が滞在したまま周辺を観光できるようタク

シー代等への支援を行う。 
   エ 旅行環境の整備及び円滑化に関する取組 

    ○ ゲートウェイや主要な観光地等で外国人が一人でも安心して観光できる環境を人的な対

応も含めて整備するほか、外国人を積極的に受け入れる飲食店の入口に表示するウェルカ

ムサイン（仮称）を掲出する事業を、県内への波及効果を狙いモデル事業として実施する。 
    ○ 大都市圏での情報発信の拠点となっているアンテナショップの外国人対応をすすめ、観

光地における案内看板や施設を紹介するパンフレットなどの多言語化表記を進め、外国人

受入態勢の向上を図る。 
    ○ また、スノーリゾートの確立に向け、外国語のできるスキースタッフの配置や新たにバ

ックカントリースキーを体験プログラムとするための環境整備を行う。 
    ○ ICT やタブレット端末を活用した学習プログラム開発をモデル事業として実施し、県内へ

の普及を促進するほか、海外の学生向けの教材を作成する。 
    ○ 参加型・体験型プログラムの提供や、イベント等を開催するほか、外国人観光客の誘客

を踏まえたイベントコンテンツの充実・強化、海外メディアや旅行会社の招聘を行う。 
 
  ③ スケジュール 
    

事  業 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

観光案内所等の整備・機能強化    

Wi-Fi 環境等の整備    

駐車場対策の実施及び二次交通対策等    

旅行環境の整備及び円滑化に関する取組    

イベントコンテンツの充実等    

 
  ④ 効果の把握及び評価方法 

    事業の目的は外国人観光客の満足度を向上させ、滞在日数を伸ばすことに寄与すると考えら

れるので、訪日外国人観光消費額を評価の指標とする。Wi-Fi 環境整備や看板の多言語化につい

ては、累積の整備数を評価指標とする。 
    また、二次交通の整備に係る事業については利用者数を評価指標として設定する。 
 
 ５．滞在コンテンツ充実・強化事業 

  ① 実施方針 

    複数日の滞在を促すため、宿泊先を起点とした周遊ルートの開発やゴルフやトレッキングな

どのアクティビティーや伝統工芸等の体験メニューの多言語対応も含めたブラッシュアップを

行う。 
    また、冬期間の海外からの誘客を促進するため、プロモーションの強化に加え、スキー場で

のスキーやスノーボードのほか、スノーモビルを利用したツアーや未経験者でも簡単に楽しめ

るスノートレッキングなどスノーアクティビィー増やすとともに、雪まつりの魅力向上に向け

た取組を進め、提供できる観光地を増やしていく。 
    さらに、本県の優れたものづくり産業や伝統工芸、食文化などを観光素材として磨き上げ、

旅行のモチベーションとなるよう情報発信を行う。 
 



  ② 事業案 

   ・ 郷土芸能や食などをテーマとした多彩な観光コンテンツの磨き上げに取り組むとともに、

デジタルコンテンツの充実を図る。 
   ・ 盛岡手づくり村などの体験型施設等の体験プログラムを提供する施設において、外国人が

関心のあるプログラムを開発するためのモニターツアー等を実施し、メニューのブラッシュ

アップに取り組む。また、体験プログラムを提供している事業者の伝統の技に直に触れるイ

ベントを開催し、歴史や伝統が育んだオリジナリティ豊かなもの作りの魅力を発信する。 
・ スノーリゾートの確立に向け、外国語のできるスキースタッフの配置やバックカントリー

スキーを楽しめるための環境整備を行うとともに、雪まつりなど、雪を生かした滞在コンテ

ンツの魅力向上に向けた取組の充実を図る。 
・ 東北太平洋沿岸部に点在する観光素材情報を収集し、みちのく潮風トレイル等の地域素材

の活用を図るとともに、語り部ガイドの広域連携や教育旅行の受入態勢整備を行い、復興ツ

ーリズムを推進する。 

・ 東北太平洋沿岸部観光プロモーション計画の策定や多言語による情報発信ツールの整備、

沿岸周遊モデルコースの作成等を行い、次年度以降のプロモーション実施につなげる。併せ

て、モニターツアーや大型ＭＩＣＥの場を通じて東北太平洋沿岸部の復興状況や観光の魅力

を発信し、風評被害の払拭を図る。 
 
  ③ スケジュール 

事  業 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

岩手県実施受入環境整備事業    

市町村実施受入環境整備事業    

 
  ④ 効果の把握及び評価方法 

    本事業により、体験メニュー等の満足度が向上することから、事業実施に伴い開発されたプ

ログラム数やモデルコース等の数を評価指標とする。また、アウトカム指標としては、本事業

によって開発・ブラッシュアップされたプログラムやモデルコースの体験者数を設定し、各施

設から実績報告を徴することにより、数値を確認する。 
 
 ６．国際会議等誘致・推進事業 

  ① 実施方針 
    国際会議や国際的なイベント等の開催や誘致により、地域資源を磨き上げ、ブランド力の向

上を図ることにより、本県の資源の国際競争力の強化を図る。 
  

  ② 事業案 
    国際機関や国際的な団体の事務局に本県の優れた観光資源を PR するほか、大規模な会議の開

催能力をアピールするために、現地での訪問活動を行うほか、キーパーソンを招請する。 
  
  ③ スケジュール 

事  業 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

国際会議等誘致・推進事業    

 
  ④ 効果の把握及び評価方法 
    外国人宿泊者数に寄与する事業でもあるが、国際会議や国際イベントの開催数を評価指標と

する。 
 
 ７．その他 

  ① 実施方針 
   外国人観光客の誘致に当たり、ボトルネックを解消するための事業を実施する。 

 



  ② 事業案 
    今後実施する調査事業やアドバイザー会議での検討結果を踏まえ、具体的に実施する事業を

検討する。 
 
  ③ スケジュール 

事  業 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

その他    

 
  ④ 効果の把握及び評価方法 
    外国人宿泊者数に寄与する事業であるが、評価指標は調査結果やアドバイザー会議での議論

を踏まえ、具体的に実施する事業に応じて設定する。 
 

【計画に包摂される市町村名】 
盛岡市、八幡平市、雫石町、矢巾町、花巻市、北上市、奥州市、遠野市、一関市、西和賀町、 

平泉町、宮古市、大船渡市、釜石市、住田町、山田町、田野畑村、久慈市、普代村、一戸町 

（計20市町村） 




